












































































































































































































































































































































































































Item Code File : JICF）や商品コード情報データベース（ JAN Item Code File
Service : JICFS）に負うところが大きいが、通産省はこれらを一貫して支援
したのであった。






























































































































































































































































































































































石 原 武 政86
34）通商産業省産業政策局編『卸売活動の現状と展望』日本繊維新聞社、1977年、10頁。
35）通産省が1971（昭和46）年に行った卸売業をめぐる取引慣行に関する調査では、綿・
化合繊織物、ゴム履物、文具・紙、写真フィルム、インスタントコーヒー、家庭用合
成洗剤、作業工具、出版物、小巾呉服、カメラ、陶磁食器、メリヤス肌着、医薬品を
取り上げていた。その後も、流通を業種別に分析するのは、基本的な流れであった。
流や情報化は、細部にわたれば業種により相違はあるものの、目指すべき方
向は多くの業種に共通することから、一括して検討されてきた。小売業の場
合にも、たとえば情報化など個別に取り出して検討されることもあったが、
こうしたテーマ別の検討が一般的であったのは卸売商業施策の１つの特徴と
いえるであろう。
第２は、政策ツールに関連する。すでに指摘したように、これらの問題は
多くの場合、時代の流れの中で先進的に担う業者が登場するが、政策的には
こうした新しい動向を積極的にとらえ、それを支援することになる。そのた
めに、もちろん必要に応じて補助金や融資制度が活用されるとしても、そう
した経済的インセンティブだけではなく､「研究会」や「懇談会」などが頻
繁に組織された。それが学識経験者等を中心に組織される場合には、現場の
事業者のヒアリングを重ねて現状を把握し、そこから問題解決の糸口を探ろ
うとし、そこで得られた情報がいかに一般化できるかが議論された。しかし、
研究会や懇談会は事業者を中心として構成されることも少なくなく、ここで
はもっと積極的に現場の意見交換が行われ、それが業者間の情報交流を誘発
した。それが実際にどれだけの効果をもたらしたかを実証的に確認すること
はできない。しかし、行政による一方的とも思える研修などとは異なり、十
分に具体性をもった情報交換と実績の提示が行われたことの意義は決して小
さくはないはずである。
特にこの後者は、流通の現場をある方向に誘導するためのいわば環境整備
の役割を果たすのであり、それを通して業界における機運が高まり、先進事
例への理解が深まり、それが新しい取り組みをさらに誘発していくことが期
待される。その意味で、こうした事業には「派手さ」はないが、現場に対す
るもう１つの有力な働きかけの方法として評価される必要があるのではない
だろうか。卸売商業政策はなかったのではなく、小売商業政策とは違ったか
たちで存在したと考えるべきであるように思われる。
（筆者は関西学院大学商学部教授）
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